A Study on Data Subjects’ Right of Access to Minors’ Personal Data and on Offer of Minors' Personal Data to the Parents by Nakamura, M.
『岡山大学法学会雑誌』第57巻第1号（2007年9月）308   
未成年者の個人情報の開示請求及び  
提供についての一考察  
一未成年者の個人情報の開示請求及び学校が行う生徒・学生の  
成績情報の保護者への提供について一  
中 村  誠  
rl 次  
一 はじめに  
二 未成年者による自Lユの個人情報の開示請求  
三 未成年者の法定代理人による開示請求  
凹 法定代理人と本人（未成年者）との関係についての考察  
五 学校による生徒・学生の個人情報の保護者への提供と本人の同  
意  
六 まとめ  
一 はじめに  
2003年に制定された「個人情報の保護に関する法律」（以下「個人情報保護  
法」という。），「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」（以下「行  
政機関個人情報保護法」という。）及び「独立行政法人等の保有する個人情報  
の保護に関する法律」（以下「独立行政法人個人情報保護法」という。）は，  
2005年4月から全面施行されている。学校が取り扱う個人情報に関しては，  
国立学校には独立行政法人個人情報保護法が．公立学校にはその設置者であ  
る地方公共団体の個人情報保護条例が，私立学校には個人情報保護法がそれ  
ぞれ適用される。  
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未成年者である児童・生徒・学生（以下，児童・生徒・学生を総称すると  
きは「生徒等」という。）の学校での成績等の個人情報の法定代理人である保  
護者への開示に関しては，個人情報保護法・独立行政法人個人情報保護法と  
も「未成年者又は成年被後見人の法定代理人は，本人に代わって」本人の個  
人情報の開示請求をすることができる旨規定されている。地方公共用体の個  
人情報保護条例においても同様の規定を置く例が多い。この場合，未成年者  
本人と法定代理人との関係がどうなるのか，法には詳細な規定がなく，解釈  
上問題点が残されている。これを整理し，あるべき解釈・運用について考察  
することが必要である。  
また，これに関連して，学校が保護者に生徒等の成績等を通知することが  
個人情報の第三者への提供となるのか，生徒等の同意を必要とするのかとい  
う′引こついても考察する。  
二 未成年者による自己の個人情報の開示請求   
1 意思能力   
民法において明文の規定はないが，私法上の法律関係において有効な法律  
行為をするには，その行為につき意思能力がなければならないとされる。意  
思能力とは，「法律関係を発生・変更させる意思を形成し，それを行為の形で  
外部に発表して結果を判断・予測できる知的能力」とされるり、。未成年者の  
場合，一律に何歳以上の者に意思能力があるということではなく，意思能力  
の有無は行為ごとに判断されることになる。年齢の臼安としては．「・・般的に  
は10歳未満の幼児には意思能力がない」∫2－ とするもの，甘美際には7歳程度の  
通常人の知能あたりが，意思能力の有無の分界視であることが多い，といわ  
れる』とされている（幾代51）が，この分界線自体もあまり明解なものとは  
いいがたいのである。」（：う）とするものがある。  
（1）法律学小辞典第4版（有斐閣）「意思能力」の項  
（2）前掲注（1）  
2∂   
同 法さ ほ7－1）306  
自己の個人情報開示請求の場合も，意思能力の有無は行為の性質に応じて  
判断すべきものであろうから，未成年者であっても意思能力のある者に，開  
示請求を認めることができると考えられる（〕  
2 個人情報保護法等の規定   
独立行政法人個人情報保護法12条1項においては，「何人も， …独立行政  
法人等に対し，当該独立行政法人等の保有する自己を本人とする保有個人情  
報の開示を請求することができる。」と規定する（行政機関個人情報保護法12  
条1項も同旨）。「何人も」とは「すべての自然人である」と説明されてお  
り（4），未成年者でも（前述のとおり本人に意思能力がある場合に）本人が開  
示請求できるという趣旨である。   
独立行政法人個人情報保護法12条2項においては，「未成年者又は成年被後  
見人の法定代理人は，本人に代わって」自己を本人とする保有個人情報の開  
示を請求することができる旨規完されている（行政機関個人情報保護法12条  
2項も同じ）。この規定も，未成年者本人が開示請求することを否定するもの  
ではないと解されている（5）（〕   
個人情報保護法25条1項は．「個人情報取扱事業者は，本人から，当該本人  
が識別される保有個人データの開示‥…・を求められたときは，本人に対し，   
…・当該保有個人データを開示しなければならない。」と規定する。この「本  
人」とは，「個人情報によって識別される特定の個人をいう。」（個人情報保護  
法2条6項）とされ，やはりすべての自然人を含むものであろう。   
個人情報保護法29条3項は，「開示等の求めは，政令で定めるところによ  
り，代理人によってすることができる。」と規定し，同法施行令8条1号は，  
（3）谷口加平・石山喜久夫編『新版注釈民恕1）改訂版 総則（1）』（有斐闇，2002年）276頁   
（鈴木禄弥執筆）  
（4）総務省行政管理局監修『行政機関等個人情報保護法の角牢説』（ぎょうせい，2005年）66   
頁  
（5）総務省行政管理局監修・前掲柱（4）68頁では，法定代理人の開示請求に閲し「本人が開   
示請求権をわ便していない場合にのみ法定代理人が請求権を行使できるという趣旨では   
ないし」と述べ，本人の開示請求があり得ることを前掟としている〕  
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「未成年者又は成年被後見人の法定代理人」と規定している。この規定も，  
行政機関個人情報保護法12条2項の解釈と同様に，未成年者本人が開示請求  
することを否定するものではないであろう。  
3 地方公共団体，学校における取扱い   
地方公共団体においては，15歳程度以上の未成年者本人の開示請求を認め  
る取抜いをするところが多いようである（6）。   
また，地方公共団体の個人情報保護審査会答申においては，15歳以上の未  
成年者が行った法完代理人の開示請求に反対する意思表示について，意思能  
力を認めた例がある。すなわち，川崎市個人情報保護審査会平成15年2月6  
口答申（詳細は三．3で紹介する）は，法完代理人（父）が未成年の子に係  
る住民票等交付申請書の開示請求をしたのに対し，当該子のうち長女（：15歳  
以上）の意思表示に基づき「開示することが当該未成年者の利益に反すると  
認められるもの」川l崎市個人情報保護条例13条3項5号）に該当するとして  
非開示とした。また，義務教育の課程を未だ修了していない法定代理人の長  
男については，「年齢的にみてその意思能力に問題がないわけではないが，本  
件では，長女の個人情報の記録と長男のそれとは不可分の関係にある」とし  
て，長男の記録を含め非開示とした爪。   
他方，学校が未成年者である生徒等本人の開示請求を認めているかどうか  
をみると，筆者の勤務する岡山大学（国立）においては，大学生（18歳以上）  
は未成年者であっても本人の開示請求を認めている。他の国・公・私立大学  
（6て1例えば．筆者が2000年に神奈川県教育委員会高校教育課及び大阪市教育委員会庶務課   
に対し，高校生本人が単独で開示請求をした場合に応じるかどうかを照会したところ．   
両自治体とも応じるとの回答であった。  
また．2000年に川崎市総務局市政情報課に対し，未成年者の請求に応じるか照会した   
ところ，意思能力あると判断される者は単独で請求できるとの回答であった。  
更に．2000年に高槻市人権推進課に照会したところ，16歳以上の者は単独で請求でき   
るとの運用をしているとの回答であった「）  
（7）川崎市個人情報保護審査会平成15年2月6日答申  
http：／／www．city．kawasaki．jp／16／16gyozyo／home／kojin2／tousin－kojin－itiran．htm   
（アクセス2007年3月28口1川l崎市）  
ユヾ   
同 法（57〉1）304   
でも，同様に認めているであろう。】岡山大学に附属小・中学校があるが，小・  
中学生本人から開示請求があった場合に応じるかどうかは，岡山大学として  
は決定していない。実際に小・中学生本人から開示請求がなされたことは，  
「行政機関の保有する電子計算機処至削こ係る個人情報の保護に関する法律」  
（1988年制定）が施行されていた時期を含め一度もない。  
4 未成年者本人の開示請求についての考察   
個人情報は当該個人の人格の自律にかかわる情報としてのノ性桔をもつもの  
といえる。開示請求も，本来．本人からの請求により当該本人に対して開示  
する制度である。法定代理人が本人に代わって開示請求することができると  
規定しているのは，本人自らが開示請求することが困難である場合があるこ  
とから認められているものである‘二8）〔〕したがって，未成年者であっても，意  
思能力があり本人自らが開示請求することが可能であれば，それを認めるの  
が制度の趣旨に合致する。   
どの範閲の未成年者に開示請求を認めるかについて，法令では定めていな  
い。二1で述べた民法の解説において7歳あるいは10歳という年齢が示され  
ているのは，例えば未成年者の買物が取り消しうるものかどうかなども念頭  
に置いていると考えられ，自己情報開示請求の意思を形成し，その結果を判  
断・予測できる知的能力があると考えられるのは，それよりかなり上の年齢  
と考えられる。   
他の法令等では，次のような規定がある。   
① 民法797条1項では，「養子となる者が15歳末満であるときは，その法  
定代理人が，これに代わって，縁組の承諾をすることができる。」と規定  
する。   
② 民法961条は，「15歳に達した者は，遺言をすることができるし，」と規定  
する。   
これら養子縁組の判断力の有無や遺言に関する判断力の有無と開示請求の  
8）総務省行政管理局監修・前掲注t4）67頁  
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判断力の有無は，同じ基準であるといえる根拠はないが，一つの参考になる。  
③ 学校数育法22条及び39条により，保護者は子が15歳に達した日の属す  
る学年の終わりまで9年間就学させる義務を負う。したがって，通常は  
子が15歳に達した日の属する学年の終わりで義務教育を修了する。  
④ 厚生労働省の「診療情報の提供等に関する指針t9）」7（2）では，診療記  
録の開示を求め得る者は，原則として患者本人とするが，患者に法定代  
理人がいる場合には，法定代理人が患者に代わって開示を求めることが  
できるとし，「ただし，満15歳以上の未成年者については，疾病の内容に  
よっては患者本人のみの開示を認めることができる。」としている。これ  
も，未成年者の判断力についての一つの考え方を示すものである。  
自己の個人情報開示請求において，何歳以上の未成年者に認めることが適  
当であるかについて，決定的根拠は見当たらない。しかし，民法797条及び  
961粂の規定等を参考にすれば，15歳以上の未成年者については，本人の開示  
請求を認めることが妥当ではないかと考えられる。地方公共団体においては，  
そのように扱う例が多く，そのことに特に不都合はないと思われる。ただ，  
中学校においては，15歳になった者に認めると，同じ学年でも誕生日の時期  
によって抜いが異なることになり適切とは考えにくいので，中学校の保有す  
る個人情報の開示請求については，中学生の間は認めないこととすることも  
できると考えられる。  
三 未成年者の法定代理人による開示請求  
1 法の規定  
萱 独立行政法人個人情報保護法12条2項及び行政機関個人情報保護法12条2  
項においては，未成年者の法定代理人は，本人に代わって開示の請求をする  
ことができる旨規定されているり個人情報保護法29条3項及び同法施行令8  
条も同様の規定を置いている。行政機関個人情報保護法12条2項については，  
月12日医政党第0912001号  
．■ブり   
（9）厚生労働省通知 平成15年9  
同 法（57－1）302   
法定代理人は，「代理行為に本人の同意を要しない。本法の開示請求も．本人  
の意思と独立して行うことができるものとしている（10）。」と解されている。   
地方公共団体の条例において，未成年者の法定代理人は本人に代わって開  
示の請求をすることができる旨規定している場合の運用においても，法定代  
理人単独で請求できるとし，未成年者本人の意思を確認することはしていな  
い場合が多いようである。  
2 法定代理人に開示することが本人の権利利益を害するおそれがある場合   
法定代理人に開示することが本人の権利利益を害すると考えられる場合が  
問題となるが，独立行政法人個人情報保護法14条1号及び行政機関個人情報  
保護法14条1号は，「開示請求者（第12条第2項の規定により未成年者又は成  
年被後見人の法定代理人が本人に代わって開示請求をする場合にあっては，  
当該本人をいう。）の生命．健康，生活又は財産を害するおそれのある情報」  
を含む場合には開示しないことができる旨規定している。   
また，個人情報保護法25条1項1号は，「本人又は第三者の生命，身体，財  
産その他の権利利益を害するおそれがある場合」に本人に開示しないことが  
できる旨規定している。   
文部科学省の「学校における生徒等に関する個人情報の適切な取扱いを確  
保するために事業者が講ずべき措置に関する指針（11）」（以F「文科省指針」  
という。）では，本人の法定代理人から当該本人に関する保有個人データの開  
示を求められた場合の留意事項として「本人に対する児章虐待及び当該本人  
が同居する家庭における配偶者からの暴力のおそれの有無を勘案すること」  
を挙げている。例えば，児童虐待や家庭内暴力等のため子供が親から離れ，  
居所を知らせないようにしている場合で，親が学校に対して子供の居所の開  
示を求めてくるような場合が，独立行政法人個人情報保護法14条1号の「本  
人の生命，健康，生活又は財産を害するおそれのある」場合，あるいは個人  
（1n）総務省行政管理局監修・前掲注（4）67頁  
（11）平成16年11月11日文部科学省吾示第161号  
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情報保護法25条1項1号の「本人の生命，身体，財産その他の権利利益を害  
するおそれがある場合」に該当すると考えられる。  
しかし，例えば保護者（法定代理人）が学校に射し子の学校での成績等を  
開示請求する場合，単に本人が成績等を保護者に知られたくないと思ってい  
るだけでは，「本人の生命，健康，生活又は財産を害するおそれのある」場合  
に該当するとは言えないであろう自  
3 法定代理人に開示することが本人の権利利益を害するおそれがある場合  
に関する審査会答申  
地方公共団体において，法定代理人に開示することが本人の権利利益を害  
する場合に当たるとされた個人情報保護審査会答申の例がある一っ川崎市個人  
情報保護審査会平成15年2月6日答申である‖ヱ）。  
答申の要旨を整理すると，次のとおりである。  
〔事実の概要〕  
Aは，平成13年11月7日付けで，Aの長女（義務教育を修了している）及  
び長男（義務教育を修了していない）に係る平成8年1月から平成11年12月  
30日までの期間の住民票等交付請求書のl乳ホを請求した。  
川崎市は，本件請求の対象となった住民票等交付請求書に第三者の情報が  
記録されているため，当該第三者に対LJl川囁市個人情報保護条例第18条の3  
第1項の規定による意見書提出機会の付与を行った。当該第三者から意見書  
の提出はなかったが，Aの長女及び長男（以下「長女ら」という。）を差出人  
とする平成13年11月20l］付けの手紙が川崎市に届き，Aには知られたくなく，  
居所を公開しないことを望む旨の意思表ホがあった〔】  
○  川崎市は，同条例第13条第3項第5号の未成年者の利益に反する情報に該  
当するとして，不開示とした。  
（12）前掲柑7）  
．ゞこ〉   
開 法（57－1）300   
〔答申要旨〕  
ア 未成年者の法定代理人による請求について  
同条例第13条第3項第5号では，法完代理人から開示請求がなされた   
情報であっても，「開示することが当該未成年者の利益に反すると認めら   
れるもの」については，不開示とするものと定められている。ここにい   
うI未成年者の利益に反する」には，当該情報の内容に関して未成年者   
本人と法定代理人との利益が相反する場合のほか，開示すること自体が   
当該未成年者本人の意′酎こ反する場合が含まれるものと解される。  
イ 同条例第13条第3項第5号該当性について  
Aと長女らは相当期間にわたって軋培状態にあるとみられること，艮   
女らからAには知られたくなく，居所を公開しないことを望む意思表示   
があったことなどを総合すると，本件開示に関して未成年者と法定代理   
人の意思が一致していると推認することは，極めて困難であり，むしろ   
当該個人情報の本人である長女らには本件請求をする意思がないこと，   
また法宝代理人である不服申立人への開示に強く反対していることが明   
らかである。したがって．開示すること自体が当該未成年者本人の意思   
に反する場合として，同条例第13条第3項第5号に規定する「開示する   
ことが当該未成年者の利益に反する」ものと認めるのが相当である。  
4 法定代理人の開示請求を受けた横間における，本人の権利利益を害する   
おそれがある場合であるかどうかの判断と機関の責任  
（1】本人の同意を求めることについての独立行政法人個人情報保護法の解  
釈   
法定代理人の開示請求を受けた機関は，本人の権利利益を害するおそれが  
ある場合に該当するかどうかを判断するために，どのように対応すべきであ  
ろうか。  
lに述べたように，法定代理人の開示請求に本人の同意を要しないとする  
と，法完代理人の開示請求を受けた機関において，本人の権利利益を害する  
．？J？   
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おそれがある場合に該当するかどうかを知ることは，実際には雉Lい場合が  
あると思われる。文科省指針の解説においては．「事業者が配偶者からの暴力  
のおそれのあることを知りうる場合としては，被害者から，あらかじめ情報  
提供を受けているケースが想定されます。」としているt13－。   
このような解釈に立てば，法定代理人が開ホ請求する場合の未成年者本人  
と学校との関係は，次のようなことになるであろう（独立行政法人個人情報  
保護法が適用される国立学校の場合。個人情報保護法が適用される私立学校  
でも同様であろうり小。）。  
ア 未成年者のうち，相当の判断能力があると思われる者（例えば15歳  
以上の者）の個人情報を法定代理人が開示請求する場合，法定代理人  
に対し本人の同意書の提出を求めることは，独立行政法人個人情報保  
護法12条2項の趣旨からは望ましくない。  
本人の同意書を開示の要件としなくても，法淀代理人に対し極力本  
人の同意を得るようにすることを求めることも，同法12条2項の趣旨  
からは望ましくない。  
イ 法定代理人から開示請求があったときに，学校から本人にその旨連  
絡したを）本人の意向を確認したりすることは，法律上は要求されてい  
ない。  
り 本人の同意書を求めず，かつイのように連用Lた場合．法完代理人  
に開示することが本人の生命，健康，生活又は財産を害するおそれが  
あった（同法14条1号）としても，本人からあらかじめ情報提供を受  
けている場合など学校がそのこと知ることができたような特段の事情  
がない限り，それを知ることができないと思われるが，それによって  
（13）文科省指針解説（平成17年1月文部科学省大臣官房総務課）25貢■  
（14）揚浅墾道「私立大学における個人情報保護」（九州国際大学社会文化研究所紀要57号24   
頁）は．被害者から事前の情報提供を受けていなかったため情報を開ホしたところ，児童   
虐待や配偶者からの暴力などをエスカレートさせることになった場合について，「第一一義   
的には情報の開示の結果発生した問題についての責任は開示を受けた・者が負うべきであ   
り，開示した者は特に過失がない限り責任を負わないと解するべきであろう。」とするこ）  
．フ・J   
同 法（57－1）298  
本人に損害が発生しても，学校は過失がない限り免責される。  
（2）本人の同意を求めることについての医療関係の指針の考え方   
ところが，医療関係の指針においては，次のように上記と異なる運用が示  
されている。  
ア 「診療情報の提供等に関する指針」7（2）において，「ただし，満15歳  
以上の未成年者については，疾病の内容によっては患者本人のみの開  
示を認めることができる。，」としている。国立病院及び国立大学附属病  
院に適用される独立行政法人個人情報保護法12条2項と同文である行  
政機関個人情報保護法12条2項についての総務省監修の解説でiま，（1）  
のとおり法定代理人の開示請求は本人の意思と独立して行うことがで  
きるものとしており，本人が満15歳以上の未成年者であっても本人で  
ないことを理由に拒否できないという趣旨と理解できる。そうすると，  
「診療情報の提供等に関する指針」7（2）と矛盾していると思われる。  
同指針は，個人情報保護法が適用される私立病院・診療所においては，  
「満15歳以上の未成年者については，疾病の内容によっては患者本人  
のみの開示を認めることができる。」という趣旨であろうか。  
イ 厚生労働省の「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取  
扱いのためのガイドライン（15ト」では，「代理人等……から開示の求め  
があった場合，原則として患者・利用者本人に射し保有個人データの  
開示を行う旨の説明を行った後，……開示を行うものとする。」として  
いる（同ガイドライン36頁）。事業者は，法定代理人から開示の求めが  
あった場合，個人情事酎呆護法上は，本人の同意を得たり本人に通知す  
る義務はないが・運用としては原則として患者・利用者本人に対し保  
有個人データの開示を行う旨の説明を行った後・開示を行うことが望  
ましいという趣旨であろうか。  
（3）本人の同意を求めることについての条例の規定∵運用   
地方公共団体において，法完代理人が独白に開示請求Lてきた場合に，本  
（15）平成16年12月24日厚生労働省通知  
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人の意思確認に努めるという運用をする例がある。すなわち，川崎市個人情  
報保護運営審議会の平成11年4月5日答申では，この「請求は，あくまで未  
成年者本人の利益のために認められているものであり，民法上，親権共同行  
使の原則もあることから，父母の意見が異なっている場合における一方の親  
からの閲覧等請求については，次のように慎重に対処」するように求められ，  
未成年者本人が既に義務教育を修了していて相当の意思能力があると認めら  
れる場合ほ，できる限り本人の意思確認に努めることが適当とされて  
いる（16）L。  
また，神奈川県逗子市個人情報保護条例14条2項2号では，本人に代わっ  
て開示の請求をすることができる者として，「未成年者本人の同意があると認  
められる法定代理人。ただし，本人の同意が得られないことに合理的な理由  
があり，かつ，本人の利益に反しないと認められるときを含む。」と規定して  
いる（17〉 。．そして，同巾の個人情報保護条例の解釈運用基準では「『本人の同  
意が得られないことに合理的な理由がある』とは，本人が12歳末満で年齢的  
に十分な意思能力を期待できない場合や，病気やけが等により本人が意思を  
形成し，又は表明できない場合を指す。」と定めている〔181。  
法定代理人の開示請求に対する同意の意思能力を有する年齢について，先  
の川崎市個人情報保護審査会平成15年2月6日答申と基準が異なるが，これ  
については，四で検討する。  
元（16）川崎市・前掲注（7）の答申のヰで・川崎市個人情報保護運営審議会のこの答申を引用し  
七   ている（＝，  
（17）http：′′／www，City．zushi．kanagawa．jp／second／reiki／’reiki＿int／／reikLhonbun／  
ag21000281．html  
（アクセス2nO7年4り4日）（逗子市）  
仕8）http：／／www．city．zushi．kanagawa．jp／second／reiki／reikLint／reiki＿honbun／’  
ag21000341．html  
（アクセス2007年41］4［］）（逗r▲市）  
．‘裾   
同 法（57←1）296  
5 法定代理人が開示請求した場合における本人との関係についての判例，   
学説及びアメリカの立法   
個人情報保護法及び多くの個人情報保護条例では，未成年者については法  
定代理人が本人に代わって開示請求できることとされている。法定代理人に  
開示することが本人の権利利益を害するおそれがある場合については，法定  
代理人に開示しないことができる旨規定されているが，そもそも未成年者で  
も判断能力があると思われる場合にも，本人の意思にかかわりなく法定代理  
人に開示することが適当なのかどうか，あるいは本人と法定代理人の意思が  
相反する場合にどうするかが問題となる。  
（1）判例   
判例では，親が埼玉県情報公開条例に基づき子の調査書の公開請求をした  
のに対し，公開請求権を有しないとした，浦和地判平成9年8月18日（判時  
1660旨亜頁）がある。本件条例には法定代理人による開示請求を認める規定  
がなく，原告Ⅹは子の法定代理人としてではなくX自身の名で開示請求を  
行った事例である。  
〔事実の概要〕   
原告Ⅹは，平成元年5月に，被告Y（埼玉県総務部県政情報センター）に  
対し，埼玉県情報公開条例に基づき，Ⅹの子Aの受験した県立高校に提出さ  
れた調査書の公開を請求した。当時の埼玉県情報公開条例7条は，次のよう  
な規定であった。  
第7条 実施機関は，前条第1項の規定にかかわらず，同項第1号に該当す  
る行政情報（筆者注二通常他人に知られたくない個人に関する情報）につい  
て，本人から公開の請求があった場合には，当該行政情報を公開しなければ  
ならない。  
〔判決要旨〕   
「本件条例7条に基づき，同条例6条1項1号の個人情報の公開を請求す  
ることができる者は当該情報の対象となっている個人に限られ，右個人以外  
の者は，人的関係その他利害関係を有しようとも，第三者とLて右個人情報  
37   
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の公開請求権を認められない」   
「（本件条例）7条の規定上，実質的にプライバシー 保護の必要性がないと  
かあるいは親が情報を知る必要性があるとの理由によって，親に子の個人情  
報の公開請求権を認めることはできない。」  
（2）学説   
本人が未成年者であっても，開示請求に閲し意思能力があると思われる場  
合における法定代理人の開示請求につい て，個人情報保護法制定前には次の  
ような提案がなされていたLr  
注．）「たとえば，高校生（16歳）以上になれば，子ども本人のみに請求権を  
認め，中学生の場合には，親に請求権を認めるが請求があった旨子どもに通  
知し，小学生の場合には，親のみに請求権を認めるといった手法も考えられ  
うる。」胴’   
また，親から開示請求があった旨子どもに通知したときに了一どもが反対し  
た場合のように，親と子の意思が相反する場合は，現行の個人情報保護条例  
（筆者注：未成年者又は禁治産者の法定代理人は，本人に代わって開示請求  
をすることができる。）を前提とする限り，「一定の年齢を境界線として導き  
だし，子どもがその年齢以上であれば子どもの意向，それ未満であれば親の  
意向に従うことになろう。」（20 
② 「個人情報権は，元来，個人に専属するプライバシー人権にほかならな  
いから，子どもであっても当該情報の意味・内容を十分に理解できる発達段  
階に達している場合には，本人の意思を第一に尊重すべきであろう。そのよ  
うな意思能力を有すると客観的に認められる年齢以上の子どもの個人情事鋸二  
ついては，子ども本人，またはナビもと親との連名での請求のみに認めるの  
が権利の性質に適していると考えられる。」（21）（安達和志）   
これらは，未成年者でも一定年齢以上の場合は，法定代理人の開示請求を  
（1頸 米沢広 ▲「教育個人情報の保護（F）」法学教室193号（：1996年）119頁  
¢碩 米沢広一「教育個人情報の保護（上）」法学教室189号（1996年）57頁  
飢 安達和志「学校情報の開示と生徒の個人情報権」日本教育法学会牢報1995年135頁  
、気夕   
同 法（57－1）294   
認めないこととすること，あるいは開示請求に閲し法定代理人と本人の意思  
が相反する場合は，本人の意思を優先することを主張している。   
個人情報保護法制定後の同法の解説書では，次のような考え方がある。  
肇）「未成年者とその法定代理人との利害関係が必ずしも一致しないことは  
稀有ではない。そのため，一定の判断能力を有する未成年者については，法  
定代理人の同意にあわせて本人の同意を得る運用をすべきであろう。」（22）（字  
賀克也・個人情報保護法29条3項の解説）  
（′3）アメリカの立法   
これに閲し，アメリカの「家族の教育上の権利とプライバシーに関する法  
律」では，学生・生徒の個人情報への権利行使については，次のように規定  
されている。  
① 年齢が満18歳に到達していること，中等後教育棟関に在籍している  
ことのいずれか一一つを満たす者は自ら権利行使できる。ただし，被扶  
養学生である場合は，自ら権利行使できるが，親による開示請求を拒  
むことができない。  
② 年齢滴18歳末満で，かつ中等後教育機関に在籍していないものは，  
自ら権利行使できない。その昔の親が行便できる（23）。  
四 法定代理人と本人（未成年者）との関係についての考察   
1 法定代理人の開示請求と本人の意思   
個人情報の開示請求は，本来，本人からの請求により当該本人に対して開  
示する制度であるので，未成年者であっても当該情報の意味・内容を十分に  
理解できる発達段階に達している場合には，原則として本人の意思を尊重す  
べきであろう。他方，親権者又は未成年者の後見人（以下「親権者等」とい  
う。）の子に対する監護教育の権利と義務（民法820条，867条1項）からは，  
担話 手賀克也『個人情報保護法の逐条解説（第2版）。1（有斐閻，2004年）145頁  
但3中嶋哲彦『生徒個人情報への権利に関する研究』（風間書房，2000年）36頁  
、◆∫f）   
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親権者等が子の教育情報を知ることが必要であり，このことも考慮して法定  
代理人の開示請求を認めることが適切と考える。  
これに対し，未成年者の法定代理人による代理は，あくまでも本人のため  
に本人に代わってするものであり，法定代理人の独自の権利ではないので，  
親権者等の子に対する監護教育権を根拠とすることはできないという反論が  
あるだろう。先に紹介した浦和地判平成9年8月18日は，この号え方を取る  
ものと思われる。このような立場に立てば，上の考え方は現行法の解釈とし  
ては無理であり，立法的に解決するほかないことになる。しかし，親権者等  
が子に対し教育を行うことは，結局のところ子の利益のためであるので，法  
定代理人の代理行為の中で考慮することができないであろうか。  
2 各年齢段階における法定代理人と本人の開示請求   
このような考え方に基づき，未成年者の個人情報についての法定代理人と  
本人の開示請求は，次のようにすることが妥当ではないかと考えられる。  
（1）15歳以上の者   
ア 未成年者本人のみの請求は認める。未成年者本人の請求に法定代理人  
が反対した場合であっても，本人の請求を認める。   
イ 法定代理人の開示請求の場合は，法定代理人に開示することが本人の  
生命，健康，財産その他の権利利益を害するおそれがある（個人情報保護法  
25条1項1号，独立行政法人個人情報保護法14条1号も同趣旨）場合を除き，  
開示する。   
運用としては，法完代理人の請求があった場合．原則として本人に通知し，  
本人の生命，健康，財産その他の権利利益を害するおそれがあるような事情  
があるか確認することが望ましい。その際，本人が法定代理人への開示に反  
対したとしても，本人の生命，健康，財産その他の権利利益を害するおそれ  
があるような事情があるとは認められない場合には，法定代理人に開示する。   
なお，法定代理人が本人を扶養していない場合（特に，学生が働きながら  
大学の夜間部・通信制課程あるいは専修学校等で学んでいる場合など）にも，  
4♂   
同 法（57－1）292  
法定代理人に独自に開ホ請求を認めることが適切かどうかについては，立法  
論としては議論があり得るところであろう 。しかし，未成年者の親に対し，  
扶養の事実にかかわらず監護教育権が認められている以上，扶養していない  
場合に開示請求を認めないとすることは適切でないと考えられる。また，開  
示請求を受けた機関・事業者において扶養しているか否かを確認することは  
困難であると思われる（21）ので，現行法の下で法定代理人が本人を扶養してい  
ることを開示請求の要件として追加することは適切でないであろう。  
（2）12歳以上15歳未満の者   
ア ニで述べたように，未成年者本人が開示請求という行為の意味を理解  
する意思能力があるかどうか疑問がある。Lたがって．仮に本人のみで請求  
があった場合，法定代理人に相談して法定代理人から請求するよう勧めると  
いう運用が無難と考えられる。実際にも，15歳末満の者が単独で法令の仕組  
みを知って開示請求することは，通常はないであろう。   
イ 法定代理人の開示請求の場合は，（1）の場合と同様の扱いでよいと考え  
る。   
なお， 法定代理人の開示請求に対する本人の同意又は反対の意思表示につ  
いて，三3及び4で見たように，12歳以上に認める考え方と義務教育修了者  
に認める考え方があった。これについては，本人の同意又は反対に真に理由  
がある場合と，理由があると認められない場合（単に親に見られたくないな  
ど）があると考えられるため，本人の同意の有無にこだわることは必ずしも  
適切でないと思われる。むしろ，個人情報保護法25条1項1号の「本人‥‥  
の生命，身体，財産その他の権利利益を害するおそれがある場合」に該当す  
れば開示しないこととし，本人の同意又は反対は本人の年齢とともに同号該  
当件の判断の要素の一つとして勘案すればよいと思われる。  
糾 法定代理人が扶養しているか否かを確認する方法とLては，所得税法卜法定代理人の   
扶養親族となっていることを確認することが考えられる。しかし，所得税法上は両親の   
→方の扶養家族となっている場合に，他方の親から開示請求があったときどうするかな   
ど，様々な場合があり得る。そもそも所得税法上の扶養親族の認定は目的が異なり，こ   
れをもって扶養の事実を確認することは難しいと思われる。  
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（3）12歳末滴の者  
ア 未成年者本人が開示請求という行為の意味を理解する意思能力がない  
と考えられるので，本人の開示請求は認めない。  
イ 法定代理人の請求は認める。法定代理人の請求があった場合，本人に  
通知する必要はないであろう。もとより，本人の生命，身体，財産その他の  
権利利益を害するおそれがある場合には開示しないこととする。  
（4）なお，学校が保有する情報の開示請求については，同学年の生徒等を  
統一的に扱うため，高校生以上は上記（1），中学生は（2），小学生以寸■は（3）とし  
て扱うのが安当であると考える。  
3 親権者と子の監護者が異なる場合における監護者の開示請求  
未成年者の法定代理人は親権者である。両親が離婚した場合には，父母の  
一方を親権者と定める（民法819条1項及び2項）。また，両親が離婚した場  
合に，子の監護をすべき者を協議により，又は家庭裁判所が定めることとさ  
れており（民法766条1項），親権者でない方の親あるいは第三者を子の監護  
をすべき者と定めることもある。これは，例えば「父母以外の第三者がすで  
に子を長期にわたって監護しており，（中略）その第二者を監護者と決めるの  
がまさに子の利益に合致するというような場合」（251もあるが，「離婚の成立と  
のかね合いからの，やむを得ない妥協的措置として，親権者と監護者を父母  
に分属せしめる合意が成立する場合」し26Jもあると言われている。  
まず，両親が離婚した場合で，一方の親が親権者となり他方の親が監護権  
も有していない場合には，親権を有する親のみに開示請求権を認めることと  
なろうt27）。  
九  次に，親権者と監護者が異なる場介に，法定代理人は親権者であるから，  
親権者には開示請求権を認めることとなろう。行政機関個人情報保護法及び  
鍋 島津一一郎編『判例コンメンタール6 民法親族』（三省堂．1978年）230頁  
担税 島津一郎縮・前掲注離234頁  
節 米沢広→‥前端注（21）57頁  
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独立行政法人個人情報保護法は，法定代理人にのみ開示請求を認めているの  
で，監護者に認められると解することができるかどうかは定かでないが，監  
護には教育が含まれると解されている（28〕ことから，法定代理人に準じて開示  
請求権を認めることが適当ではないかと考えられる。   
第三に，親権者と監護者にそれぞれ単独で開示請求権を認めてよいかが問  
題となる。行政機関個人情報保護法12条2項の解釈としては，父母が親権者  
である場合に，父母の共同行使は要件とせず，それぞれが単独で行使できる  
と解しており，理由として，「共同行使を要件とすると，一■万の法定代理人の  
事情により開示請求権が‖滑に行使されなくなり，本人の権利利益の保護を  
制約するおそれがあること」などを挙げている（29）。このような観点から，親  
権者と監護者にそれぞれ単独で開示請求権を認めることが適当であろう（実  
際には，単独で開示請求してくるときは，三3で紹介した川崎市審査会答申  
の事例のように問題がある場合があるので，実務上は要注意である。）。仮に  
どちらか一方の開示請求に射し他万が反対しているような場合にも，一方の  
開示請求ができなくなるものではなく，開示が本人の生命，身体，財産その  
他の権利利益を害するおそれがある場合に開示しないことができる（個人情  
報保護法25条1項1号）と解すべきであろう。  
五 学校による生徒・学生の個人情報の保護者への提供と本人の   
同意   
1 問題の所在   
大学において，保護者への説明責任を果たすため，あるいは何らかの事情  
で成績が不振であったり単位取得が少ない学生への保護者の支援・協力を得  
るため，学生の成績情報を保護者に提供する例が増加する傾向にある。この  
場合において，個人情報の第三者提供であり学生本人の同意を得る必要があ  
紳 島津一郎編・前掲注跡231頁  
缶切 総務省行政管理局監修・前掲注（4）68頁  
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るのであろうか。  
また，高等学校においては，通信簿その他の方法で生徒の成績，学校での  
活動等を保護者に知らせているが，この場合においても，個人情報の第三者  
提供であり学生本人の同意を得る必姿があるのであろうか。前述のように，   
15歳以上の未成年者については開示請求あるいは第三者提供の同意に閲し意  
思能力を認める考えノノが一・【一般的になっているが，仮に生徒が保護者への提供  
に同意しない場合，提供できないのであろうかL。  
なお，小・中学校については，四2（2）及び（3）で検討したとおり，児草生徒  
に保護者への提供に同意しないこととする意思能力がないか，あるいは同意  
を保護者への提供の要件とすべきでないと考えられるので，児童生徒の意思  
にかかわらず保護者に提供できると考える。  
したがって，以下では高校生以上の未成年者の場合について検討する。，  
2 国立学校（大学，高校，高等専門学校）の場合   
独立行政法人個人情報保護法の解釈として，次のように保護者への提供に  
本人の同意が必要という解釈と不要という解釈が考えられる。  
（1）本人の同意が不要という解釈   
これには，次のような角牛釈があり得る。  
（1トA 独立行政法人個人情報保護法3条1項且「個人情報を保有するに  
当たっては，法令の定める業務を遂行するため必要な場合に限り，かつその  
朋勺をできる限り特定しなければならない。」と規定する。これは，法令の定  
める業務を遂行するため必、要な場合であれば，第三者に提供することも利用  
目的に含めることができると解される。そして，独立行政法人個人情報保護  
法9条は，利用目的以外の目的のための利用又は掟イ共を制限する規定である  
が．反対解釈として，個人情報を第三者に提供することが本来の利用目的に  
含まれる場合は，本人の同意があるときなど同条2項に該当しなくても提供  
できると解釈することができる。   
国立学校が生徒等の個人情報を保護者に知らせるのは，「法令の定める業務  
メイ   
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を遂行するため必要な場合」に当たるので，生徒等に対しその個人情報を保  
護者に提供することを利用日的とし，そのことを明示すれば（同法4条），生  
徒等本人の同意がなくても保護者に提供できると解釈する。  
（1トB 学校が生徒等の成績情報を保護者に提供するのは，生徒等の教育上  
必要と判断するからである。本人が同意しないときであっても，単に保護者  
に隠しておきたいというような理由である場合もある。保護者に提供するこ  
とが「本人の権利利益を不当に侵害するおそれがあるとき」（独立行政法人個  
人情報保護法9条2項ただし書）に該当するのでなければ，同法9条2項4  
号の「本人以外の者に掟供することが明らかに本人の利益になるとき」ある  
いは「その他保有個人情報を提供することについて特別の理由があるとき」  
に該当する。  
（：2）本人の同意が必要という解釈   
独立行政法人個人情報保護法9条2項において，利用目的以外の目的のた  
めに保有個人情報を提供できる場合が列挙されているが，保護者への提供は，  
このいずれにも該当しない。保護者への提供が利用目的に含まれるとしても，  
本人が同意しない場合には，同法9条2項に該当する場合でなければ提供で  
きないと解する。  
（3）実際の取扱い   
学校における実際の取扱いは，いろいろであると思われる。例えば，筆者  
の勤務する岡山大学法学部では，単位取得が標準的に期待される数より少な  
い学生の保護者に単位取得状況を通知し．学生の勉学状況の把握や配慮をお  
願いしている。これについて，学生に示す「個人情報の取扱い」の中で明示  
している∩学年が「保護者に知らせないでほしい」と申し出た場合でも，特  
段の事情のない限り教育l二の必要から保護者に通知するという扱いにして  
いる。  
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3 私立学校の場合  
（1）個人情報保護法の解釈  
個人情報保護法23条では，独立行政法人個人情報保護法9条2項のように，  
‾利用目的以外の目白勺のために」という限定がなく，個人データを提供でき  
る場合が規定されているので，国立学校の場合の（1トAのような解釈ができな  
い。また，独立行政法人個人情報保護法9条2項4号のように，「本人以外の  
者に提供することが明らかに本人の利益になるとき」あるいは「その他保有  
個人情報を提供することについて特別の理由があるとき」に才是供できるとす  
る規定もない。したがって，個人情報保護法23条により，利用目的に第三者  
に提供することを明示して本人から提供に同意しない旨の申し出がなけれ  
ば．同意があったものと扱うことができるが，本人が提供に同意しない旨申  
し出れば学校は提供できないと解釈せぎるをえないと思われる。  
このように規定が異なる理由は，民間事業者の場合には．独立行政法人個  
人情報保護法3条1項のように「法令の定める業務に必要な」という限定が  
できないため，個人情報保護法では第三者掟供について厳しくなっているの  
だと考えられる。  
（2）実際の取扱い  
例えば，C大学では，学生本人が父母に自」の学業成績表を提供してほし  
くない旨申し出た場合にほ提供しないこととしているようである。、また．R  
大学では，新入生に対する入学手続書類のqり二，学生が自己の成績情報を保  
護者に提供することについての同意書が同封されていて，これに署名して返  
送するよう求めている。  
4 検討  
（1）学校から保護者に対する生徒等の成績等の情報提供を，本人が同意し  
ないときの問題   
学校から保護者に対する生徒等の成績等の情報提供を，生徒等本人が同意  
しないときにもできるかどうかについて，上記のように，独立行政法人個人  
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情報保護法と個人情報保護法の規定の違いから，国立学校と私立学校で異な  
る結論を導く解釈が可能であるが．学校と生徒等・保護者の関係という点で  
は何者に違いはなく，異なる結論を導く合理的理由は見出せない。   
大学の場合，草鞋は柑歳以上であるので，学生の自己決定・自己責任と考  
えて学生の同意がない場合に保護者に提供しないと運用してもそれほど不都  
合はないかもしれない。しかし，15歳から18歳の生徒の場合，生徒本人が正  
当な理由がないのに保護者に自己の学業成績表を提供してほしくない旨高校  
等に対して申し出た場合には保護者に提供しないこととすることが妥当であ  
るとは思われない。親権者等の子に対する監護教育権（民法820条及び867条  
1項）があl），保護者は高校等の生徒について，成績等の情報を入手し，そ  
の勉学環境等について配慮するのが当然であるという社会一般の認識に反す  
る結論となるからである。  
（2）学校による保護者への成績等の情報提供についての解釈   
未成年者の成績等の個人情報については，民法820条及び867条1項を根拠  
として，学校は，親権者等の監護教育権を十全に行使できるよう，未成年者  
の成績等の情報を掟供することができるという解釈は取れないであろうか。  
個人情報保護法等では，本人の同意がない場合個人情報の第三者への提供は  
原則としてできないとしているが，民法の親権者等に関する規定と調和する  
ように解釈すれば，親権者等への提供を例外として認めるという解釈もでき  
るのではないか。   
この解釈を取ると，私立学校においても，学生が未成年者である間は，学年  
の同意がなくても親に成績等の情報を提供できることとなるが，成年となっ  
た後は，学生の同意がなければ親に成績等の情報を掟供できないこととなる。  
国立学校においては，学生が成年となった後も，先に述べたように学生の同意  
がなくても親に成績等の情報を提供できるという解釈の余地もあるr3U）。  
㈲）なお，学校と保護者との間の・Fの教育に関する契約関係から，学校が子の同意の有無   
にかかわらず親に成績等の情報を提供する義務があるという解釈は取れないと考える。   
個人情報保護法23条は強行規定であり，親と学校との契約によって了本人の同意を不要   
とすることはできないと考えられるからである。  
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六 まとめ  
1 未成年者本人の開示請求  
自己の個人情報開示請求において，何歳以上の未成年者に認めることが適  
当であるかについて，決定的根拠は見当たらない。しかし，民法797条や961  
条の規定を参考にすれば，15歳以上の未成年者については，本人の開示請求  
を認める扱いにすることが妥当ではないかと考えられる。地方公共団体にお  
いては，そのように伐う例が多く，そのことに特に不都合はないと思われる。  
2 未成年者の法定代理人の開示請求  
個人情報の開示請求は，本来，本人からの請求により当該本人に開示する  
制度であるので，未成年者であっても当該情報の意味・内容を十分に理解で  
きる発達段階に達している場合には，原則として本人の意思を尊重すべきで  
あろう。他方，親権者等の子に対する監護教育権を十全に行使するため，親  
権者等は子の教育情報を知ることが必要であり，それは結局のところ子の利  
益のためであるので，このことも考慮して法定代理人の開示請求を認めるこ  
とが適切と考える。  
個人情報保護法では，未成年者の法定代理人は，本人に代わって開示の請  
求をすることができる旨規定されている。これについては，法定代理人は，  
「代理行為に本人の同意を要しない。本法の開ホ請求も，本人の意思と独立  
して行うことができるものとしている．。」と解されている。他方，法定代理人  
の請求があった場合において，未成年者本人の「本人‥‥・・の生命，身体．財  
産その他の権利利益を害するおそれがある場斜（個人情報保護法25条1項1  
号）には開示しないことができる旨規定している0  
これに該当するかどうかを判断するため，本人の意向を聞くことは望まし  
いが，本人の同意の有無にこだわることは必ずしも適切でないと思われる。  
むしろ，本人の同意又は反対は本人の年齢とともに同号該当性の判断の要素  
の一つとして勘案すればよいと思われる。  
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3 学校による生徒等の個人情報の保護者への提供と本人の同意   
未成年者の成績等の個人情報については，学校は，未成年者の親権者等の  
監護教育権（民法820条及び867条1項二）を十全に行使できるよう，本人が同  
意しないときであってもその成績等の情報を提供することができるという解  
釈は取れないであろうか．‥   
個人情報の第三者提供において，本人の同意を要するということを形式的  
に運用することが，教育における関係者の連携協力を妨げる要因になり得る  
ので，それを避ける解釈・連用が必要な場合もあると考える。  
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